
 

平成 21年４月 21日 
各      位 
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代表者名   取締役社長 白井 芳夫 
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問合せ先    総合企画部 広報渉外室長 
       坂木 敏久 
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当社の親会社 トヨタ自動車株式会社 
代表者名   取締役社長 渡辺 捷昭 
（コード番号 7203 全国証券取引所） 

 

業績予想の修正、特別損失の計上および繰延税金資産の取崩し 

ならびに剰余金の配当（期末配当金）に関するお知らせ 

 
 当社は、平成 21年１月 28日に公表した平成 21年３月期 通期（平成 20年４月 1日～平成 21年３
月 31日）の業績予想を修正すること、特別損失の計上および繰延税金資産の取崩しを行うことならび
に剰余金の配当（期末配当金）を行わないことについて、下記のとおりお知らせいたします。 
 

記 
 
１．平成 21年３月期 通期 連結業績予想数値の修正（平成 20年４月１日 ～ 平成 21年３月 31日） 

 

（単位：百万円） 

 売 上 高 営業利益 経常利益 当期純利益 
１株当たり 
当期純利益 

前回発表予想（Ａ） 1,100,000 △13,000 △23,000 △33,000 △57円65銭 

今回修正予想（Ｂ） 1,069,500 △19,400 △30,400 △61,800 △107円80 銭 

増減額（Ｂ－Ａ） △30,500 △6,400 △7,400 △28,800 － 

増減率（％） △2.8% － － － － 

（ご参考）前期実績 
（平成 20年３月期） 

1,368,633 45,889 41,035 22,178 38 円 65 銭 

 

２．平成 21年３月期 通期 個別業績予想数値の修正（平成 20年４月１日 ～ 平成 21年３月 31日） 
 

（単位：百万円） 

 売 上 高 営業利益 経常利益 当期純利益 
１株当たり 
当期純利益 

前回発表予想（Ａ） 800,000 △21,000 △22,000 △29,000 △50円64銭 

今回修正予想（Ｂ） 776,100 △30,800 △33,100 △60,700 △105円85銭 

増減額（Ｂ－Ａ） △23,900 △9,800 △11,100 △31,700 － 

増減率（％） △3.0% － － － － 

（ご参考）前期実績 
（平成 20年３月期） 

1,034,155 29,267 28,759 4,467 7 円 78 銭 

 



 
 
３．修正の理由 
 
 平成 21年３月期通期の業績（連結、個別とも）は、世界的なトラック、バス市場が前回発表時の想
定以上に低迷していること、後述の特別損失の計上、繰延税金資産の取崩しにより、売上高、損益と
もに前回発表予想値を下回る見込みです。 
 （個別業績は、連結業績の理由に加え、後述の米国子会社の株式減損損失も反映しております。） 
 
 
４．特別損失の計上について 
 
(1) 米国での市場低迷の影響を受け販売が減少したことにより、米国子会社の財政状態が悪化しました。
このため、当期の個別決算において株式減損損失を特別損失として 48億円計上いたします。なお、
連結決算の損益に与える影響はありません。 

(2) 当社は、従来、適格退職年金制度及び退職一時金制度を採用していましたが、平成 21 年４月１日
に確定拠出企業年金制度、退職一時金制度及び確定給付企業年金制度へ移行しました。これに伴う
損失を当期の連結決算、個別決算において特別損失として 28億円計上いたします。 

 
 
５．繰延税金資産の取崩しについて 
 
 繰延税金資産の回収可能性を慎重に検討した結果、回収が見込めない部分について取崩すこととし、
当期の連結決算において法人税等調整額（税金費用）として 217 億円、個別決算において 174 億円計
上いたします。 
 
 
６．剰余金の配当（期末配当金）について 

 

  １株当たり配当金 

基準日 第２四半期末 期末 年間 

前回予想 

（平成 21年１月 28日発表） 
－ （未定） （未定） 

今回決定 － ０円 ５円 

当期実績 ５円 － － 

（ご参考）前期実績 

（平成 20年 3月期） 
５円 ５円 １０円 

 

  決定の内容 

当社は、本日開催の取締役会において、平成 21 年３月 31 日を基準日とする剰余金の配当（期末

配当金）を、業績等の状況を鑑み誠に遺憾ではありますが、行わないことを決議いたしました。 

 

以  上 

 

 

 
(注)上記の業績予想数値につきましては、当社が現在入手している情報及び合理的であると判断する一定の前提に基づいており、

実際の業績等は様々な要因により大きく異なる可能性があります。 


